
２．人口高齢化が起こる原因

人口高齢化の基本的な原因は，経済社会の近代的発展とともに出生率と死亡率が低下すること

にある。近代社会における出生率と死亡率の低下の状況は，それを経験した多くの先進諸国で共

通のパターンが見られることから，人口学ではそれを「人口転換」（demographic transition）と

いう言葉で表現し，その経過を，先進諸国が経験した出生率と死亡率の低下の状況によって説明

している。

近代化が始まる前は，出生率と死亡率がともに高い「多産多死」の状態であった。その後，近

代化が始まると生活水準の上昇，衛生状態の改善などによって，まず死亡率の低下が起こった。

しかし，結婚や出産に関する人々の意識や慣習は急速には変化しなかったので，出生率はまだ高

いままであった。その結果，出生率と死亡率の差が開き，人口増加率（自然増加率）が高まった。

これが人口転換の第１段階である。やがて工業化，都市化が進み，家族計画の普及などにより出

生率も低下し始める。これが人口転換の第２段階である。この段階では出生率と死亡率の差が縮

小して人口増加率は次第に小さくなる。そして最後の第３段階では出生率も死亡率も低くなり，

いわゆる少産少死の状態になる。この段階になると人口増加率も極めて低くなる。図表１―２には

日本における明治維新以降の人口転換の状況が示されている。

人口転換は先進諸国で共通に起こった現象であるが，国によってその開始時期とスピードには

違いがある。日本の場合は出生率が低下を始めたのは１９２０（大正９）年頃であるが，出生率が急

速に下がったのは第二次世界大戦後のベビーブーム期が過ぎてからである。死亡率は戦前から低

下していたが，それが急速になったのは戦後の混乱が終わってからのことである。

現在，「第２の人口転換」といわれている現象が起こっている。これまでの人口転換論によれ

ば，その最終段階は出生率と死亡率がともに低い状態に安定し，人口増加率も低くなるが，しか

しゼロにはならないという結論であった。これに対して，オランダの人口学者バン・デ・カー

図表１‐２ 日本の人口転換（デモグラフィック・トランジション）

（１２）（５５）（平成２）（４５）（３５）（２５）
２０００９０８０７０６０５０４０

（１７）
０５（年）

（昭和５）（４３）（大正９）（２３） （３３）
３０２０１０１９００９０

（１５）

４０
（　　　）

（１３）
８０１８７０

３０

２０

１０

０

（明治３）

死　亡　率

出　生　率

資料：岡崎陽一の作成による。１８７０（明治３）年から１９２０（大正９）年に至るまでの出生率，死亡率は岡崎推計，１９２０（大正９）年以降のそれは
公表値（総務省統計局ないし厚生労働省統計情報部）に基づくもの。
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図表１‐１３ 日本の人口（年齢各歳別）ピラミッド：１９２０（大正９）年と２００５（平成１７）年の比較

（万人）

１２０１００８０６０４０２０００２０４０６０８０１００

２００５年 ２００５年

男 女（ひのえうま）
の出生減

３９歳：１９６６年

後における出生減
５９，６０歳：終戦前

ビーブーム
１９７４年の第二次ベ
３１～３４歳：１９７１～

次ベビーブーム
～１９４９年の第一
５６～５８歳：１９４７

１９３９年の出生減
動員による１９３８～
６６歳：日中戦争の

０

１０

２０

３０

４０

５０

６０

７０

８０

９０

１００
歳

１９２０（大正９）年

２００５（平成１７）年

１２０

資料：総務省統計局『国勢調査報告』
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２．高齢者と就労

高齢就業者は自営業者と家族従業者が多く，雇用者が比較的少ない。２００５（平成１７）年国勢調

査の結果によると，６５歳以上の就業者（男女計）の３２．６％が雇用者であり，３７．９％は自営業者，

１６．６％は家族従業者であった。男子だけでみると，３３．０％が雇用者，４９．２％が自営業者，３．４％が

家族従業者であり，女子だけでみると３２．１％が雇用者，１９．４％が自営業者，３８．６％が家族従業者

である。全体（１５歳以上男女計）では約８割が雇用者であり，自営業者が約１割，家族従業者は

１割以下であるのと比べて大きい違いがある。

平均寿命，健康寿命の伸長で元気で活力ある高齢者が増加し，体力のある６０代では就労を希望

するのが一般化しつつある。しかし，そこには社会的障害が少なくない。

その一つは「定年制」の問題である。１９８６（昭和６１）年４月から６０歳定年が法制化され，１９９８

（平成１０）年４月には「高年齢者雇用安定法」によって６０歳以上定年制が義務化され，２００６（平

成１８）年から，６５歳未満の定年を定めている事業主は，①定年の引上げ，�継続雇用制度の導

入，③定年制の廃止のいずれかの措置を講じなければならなくなった。６５歳以上の定年制や継続

雇用制度を設けている企業は中小企業には多いが大企業はまだ少ない。

企業が定年を迎えた従業員を継続雇用することは今後期待できるであろうが，しかし高齢者に

対する労働市場の状況は「有効求人倍率」をみてもわかるようにかなり厳しく，労働力不足が予

想される今後においても楽観することはできない。したがって，高齢者は雇用者ではなく，起業

者の立場からの就労を追求すべきであろう。増大する高齢者対応の製品，商品については，それ

を必要とする高齢者自らが開発し，作り，提供する方策に取り組むべきである。

図表３‐１ 人口ピラミッド

労働力人口

女性人口男性人口

年

齢

男性人口 女性人口

労働力人口

１００＋
９５
９０
８５
８０
７５
７０
６５
６０
５５
５０
４５

１９７０（昭和４５）年 ２０００（平成１２）年

３５
３０
２５
２０
１５
１０

０
５

４０

１，５００，０００１，５００，０００ ０１，０００，０００ ５００，０００ １，０００，０００５００，０００ １，５００，０００１，０００，０００１，５００，０００ ５００，０００ ５００，００００ １，０００，０００

資料：総務省統計局『国勢調査報告』
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悪性新生物が９７６．２で最も高く，心疾患は５８５．０，脳血管疾患が４５６．１であり，この三つの疾病が

高齢者死因の約６割を占めている。高齢者人口（老年人口）割合が７％に達し，高齢化社会に突

入した１９７０（昭和４５）年頃までは脳血管疾患死亡が１８００～１９００と高い割合だったが，医療の進歩

と保健知識の普及（減塩運動等生活習慣病対策）などで脳血管疾患は激減し，２０年後の１９９０（平

成２）年頃には悪性新生物や心疾患を下回り，第３位になっている。心疾患による死亡も１９９０年

代になって減少した（図表４―９）。

図表４‐８ 高齢者の主な傷病別にみた受療率（人口１０万対）：２００５（平成１７）年

男 女

６５歳以上 ６５歳以上
６５～６９歳 ７０～７４歳 ７５歳以上 ６５～６９歳 ７０～７４歳 ７５歳以上

入院

総 数 ３，４７６ ２，０９８ ２，８７４ ５，０４２ ３，７５９ １，４７５ ２，１８５ ５，７４８

悪性新生物

高血圧性疾患

心疾患（高血圧性のものを除く）

脳血管疾患

５１１

２０

１７９

６９７

３５７

６

８５

３２８

５２２

１０

１２７

５１２

６３１

３９

２９４

１，１３３

２５４

５６

２１０

８４７

１８３

７

３９

１８３

２３７

１３

７８

３４２

３００

１０４

３６６

１，４５０

外来

総 数 １１，２９７ ８，５５８ １１，８８５ １３，１４４ １２，４２７ １０，１１２ １３，６５９ １３，０５１

悪性新生物

高血圧性疾患

心疾患（高血圧性のものを除く）

脳血管疾患

脊柱障害

４８０

１，４２６

４４４

４２４

１，３００

３２０

１，０９３

２６０

２７０

７１９

５２４

１，４１１

４０７

４０７

１，４１２

５８１

１，７１３

６２２

５６３

１，７０１

２１９

１，９８１

３８５

３２９

１，３１０

１９６

１，３４０

１９７

１８２

８９９

２６４

１，９４６

２９５

２５６

１，５３２

２０９

２，３３９

５２９

４４４

１，４２０

資料：厚生労働省統計情報部『患者調査』（２００５（平成１７）年）

図表４‐９ 高齢者の主な死因別死亡率の推移

１０２．７

４００．７

４５６．１

５８５．０

９７６．２

２００５

老衰

肺炎

脳血管疾患

心疾患

悪性新生物（がん）

（年）２０００１９９５１９９０１９８０１９７０１９６０１９５０
０

４００

８００

１，２００

１，６００

２，０００
（６５歳以上人口１０万対）

資料：厚生労働省統計情報部『人口動態統計』
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４．要介護高齢者

２０００（平成１２）年４月からの介護保険制度の実施で，要介護（要支援）認定を受けた高齢者数

は，厚生労働省「平成１９年度介護給付費実態調査結果の概況」によると，２００８（平成２０）年４月

審査分で４６３．７万人であった。この認定者のうち，実際に介護保険サービスを受給した高齢者数

は３６８．９万人（男性１０６．１万人，女性２６２．８万人。介護予防サービス受給者を含む）となっている。

要介護高齢者と家族状況について「国民生活基礎調査」（２００７（平成１９）年）でみると，「一人

暮らし高齢者」（単独世帯）は要支援が３９．０％，要介護１が２０．５％と軽度の要介護者の割合が極め

て高い（図表４―１０）。

図表４‐１０ 要介護者等のいる世帯の世帯構造別にみた要介護度の構成割合：２００７（平成１９）年
（単位：％）

要介護度 総数 単独世帯 核家族世帯 三世代世帯
その他の世

帯

（再掲）

高齢者世帯（再掲）

夫婦のみの世帯

総数
［１００．０］ ［２４．０］ ［３２．７］ ［２０．２］ ［２３．２］ ［２０．１］ ［４５．７］

１００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０

要支援者のいる世帯 ２６．０ ３９．０ ２２．４ ２２．８ ２２．１ ２０．７ ３０．８

要支援１ １２．９ ２２．２ １０．５ １０．９ ９．０ １０．１ １６．３

要支援２ １３．１ １６．８ １２．０ １２．０ １３．１ １０．６ １４．４

要介護者のいる世帯 ７０．３ ５６．９ ７２．９ ７３．３ ７４．５ ７７．２ ６５．６

経過的要介護 １．５ １．８ １．６ ２．３ １．１ １．３ １．９

要介護１ １７．５ ２０．５ １５．９ １６．７ １６．８ １７．３ １８．４

要介護２ １８．３ １５．３ ２０．７ ２０．１ １７．４ １８．９ １８．０

要介護３ １５．１ １２．０ １５．４ １６．２ １８．２ １４．７ １３．８

要介護４ １０．２ ５．１ １０．３ ９．５ １２．４ １３．７ ７．９

要介護５ ７．７ ２．２ ８．８ ８．５ ８．４ １１．４ ５．６

「総数」には，要介護度不詳を含む。世帯に複数の要介護者等がいる場合は，要介護の程度が高い者のいる世帯に計上した。
資料：厚生労働省統計情報部『国民生活基礎調査』（２００７（平成１９）年）

図表４‐１０付 主な介護者と要介護者等との続柄および同別居の構成割合：２００７（平成１９）年

家族等
１０．７％

別居の
１７．９％
子

２５．０％
配偶者

同居

２．５％

不詳
その他　０．６％ １６．８％

１２．０％
事業者

その他の親族 １４．３％

父母　０．３％

子の配偶者

６０．０％

女　７１．９％男　２８．１％性

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％１００％

主な介護者の性
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４．地域別にみた高齢世帯

２００５（平成１７）年の国勢調査結果をみると，先述したように，一般世帯数は全国でおよそ４９０６

万世帯を数えたが，そのなかで６５歳以上の親族がいる高齢世帯数はおよそ１７２０万世帯で，一般世

帯に占める割合は３５．１％だった。１９９５（平成７）年の国勢調査では高齢世帯の数はおよそ１２７８万

世帯で，その割合は２９．１％だったから，１９９５（平成７）年から２００５（平成１７）年までの１０年間に

高齢世帯は実数，割合ともに大幅に増加したことになる。

高齢者がいる世帯（高齢世帯）のなかで高齢者が一人で暮らしている「高齢単独世帯」（高齢単

身者）と夫婦のみでいる「高齢夫婦世帯」の割合を地域別にみると（図表５―５），高齢単独世帯の

割合が最も高かったのは，鹿児島県（２２．２％）で，次いで東京都（２１．７％）である。反対にその

割合が低かったのは山形県（８．１％），新潟県（９．２％）であった。

高齢夫婦世帯の割合を地域別にみると，その割合が最も高かったのは北海道（３３．３％）で，次

いで鹿児島県（３３．２％），宮崎県（３０．９％），山口県（３０．３％）であった。反対にその割合が最も

低かったのは山形県（１６．６％）で，次いで新潟県（１９．４％），福島県（１９．５％），福井県（１９．８％）

であった。これらの割合を地域別にみた順位はこれまでほとんど変わっていないが，どの地域で

も割合は高くなっている。

図表５‐４ 年齢別全移動率の年次比較 ―全国―

１９７５（昭和５０）～１９８０（昭和５５）年
１９８５（昭和６０）～１９９０（平成２）年
１９９５（平成７）～２０００（平成１２）年
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１５
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〜
　　

１０
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〜
　　

８０
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〜
　　

７５
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〜
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７４

　　
〜
　　

６５
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〜
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６４

　　
〜
　　

５５

５９

　　
〜
　　

５０

５４

　　
〜
　　

４５

４９

　　
〜
８５（歳）

０

１０

３０

２０

４０

５０

６０

（％）
７０

資料：総務省統計局『国勢調査報告』
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一 般 世 帯 施 設 等 の 世 帯

普 通 世 帯
・住居と生計を共にしている人の集まり

・一戸を構えて住んでいる単身者

準 世 帯
・間借り・下宿などの単身者

・会社などの独身寮の単身者

・寮・寄宿舎の学生・生徒 ・自衛隊の営舎内居住者

・病院・療養所の入院者 ・矯正施設の入所者

・社会施設の入所者 ・その他

３） 世帯 Households

＊ 第３７表 家族類型別にみた世帯数と１世帯当たり人員の推移
Table 37. Number of Households by Type of Households and Members per Household : 1955-2005

年 次
Year

総 数
Total

親族世帯 Relatives households

非親族世帯
Non-relatives
households

単独世帯
One-person
households

１世帯当
たり人員
（人）
Members per
household

総 数
Total

核家族世帯 Nuclear families その他の
親族世帯
Other relatives
households

総 数
Total

夫婦のみ
Married couple

only

夫婦と子供
Married couple
with child

男親と子供
Father
and child

女親と子供
Mother
and child

１９５５ 昭和３０年１）１７，３９８ １６，７１９ １０，３６６ １，１８４ ７，４９９ ２７５ １，４０８ ６，３５３ ８３ ５９６ ４．９７
１９６０ ３５ １）１９，５７１ １８，５７９ １１，７８８ １，６３０ ８，４８９ ２４５ １，４２４ ６，７９０ ７４ ９１９ ４．５４
１９６５ ４０ ２３，２８６ ２１，３８５ １４，５８３ ２，２９３ １０，５７２ ２３４ １，４８５ ６，８０１ ８８ １，８１３ ４．０５
１９７０ ４５ ２７，０７１ ２４，０５９ １７，１８６ ２，９７２ １２，４７１ ２５３ １，４９１ ６，８７４ １００ ２，９１２ ３．６９
１９７５ ５０ ３１，２７１ ２６，９６８ １９，９８０ ３，８８０ １４，２９０ ２５７ １，５５３ ６，９８８ ６７ ４，２３６ ３．４５
１９８０ ５５ ３４，１０６ ２８，６５７ ２１，５９４ ４，４６０ １５，０８１ ２９７ １，７５６ ７，０６３ ６２ ５，３８８ ３．３３
１９８５ ６０ ３７，９８０ ３０，０１３ ２２，８０４ ５，２１２ １５，１８９ ３５６ ２，０４７ ７，２０９ ７３ ７，８９５ ３．１４
１９９０ 平成２ ４０，６７０ ３１，２０４ ２４，２１８ ６，２９４ １５，１７２ ４２５ ２，３２８ ６，９８６ ７７ ９，３９０ ２．９９
１９９５ ７ ４３，９００ ３２，５３３ ２５，７６０ ７，６１９ １５，０３２ ４８５ ２，６２４ ６，７７３ １２８ １１，２３９ ２．８２
２０００ １２ ４６，７８２ ３３，６７９ ２７，３３２ ８，８３５ １４，９１９ ５４５ ３，０３２ ６，３４７ １９２ １２，９１１ ２．６６
２００５ １７ ４９，０６３ ３４，３３７ ２８，３９４ ９，６３７ １４，６４６ ６２１ ３，４９１ ５，９４４ ２６８ １４，４５７ ２．５５

各年１０月１日現在の国勢調査の結果で，１９５５（昭和３０）年と１９６０（昭和３５）年は１％抽出，１９６５（昭和４０）年は２０％抽出集計結果による。１９８０（昭和
５５）年以前は普通世帯，１９８５（昭和６０）年以降は一般世帯による。世帯とは住居および生計を共にする者の集まり，または独立して住居を維持する
単身者である。１９８５（昭和６０）年国勢調査以降は，世帯を「一般世帯」と「施設等の世帯」に区分しているが，１９８０（昭和５５）年国勢調査以前では，
「普通世帯」と「準世帯」としており，その対応は次表のとおりである。
１）沖縄県を含まない。
資料：総務省統計局『国勢調査報告』（各年分）
Source : The same as Table 2.

＊ 第３８表 ６５歳以上親族のいる家族類型別世帯数と１世帯当たり人員の推移
Table 38. Number of Households and Members per Household with Related Members 65 Years of Age

and Over by Type of Household : 1970-2005

年 次
Year

総 数
Total

親族世帯 Relatives households

非親族世帯
Non-relatives
households

単独世帯
One-person
households

１世帯当
たり人員
（人）
Members per
household

総 数
Total

核家族世帯 Nuclear families その他の
親族世帯
Other relatives
households

総 数
Total

夫婦のみ
Married couple

only

夫婦と子供
Married couple
with child

男親と子供
Father
and child

女親と子供
Mother
and child

１９７０ 昭和４５年 ５，８２１ ５，４１９ １，３０６ ５８８ ４４３ ６２ ２１３ ４，１１３ １４ ３８９ ４．５５
１９７５ ５０ ６，８８１ ６，２８１ １，７７８ ９０６ ５０９ ７１ ２９２ ４，５０３ １１ ５８９ ４．１９
１９８０ ５５ ８，０７８ ７，２３２ ２，３３１ １，２７３ ５９１ ７９ ３８９ ４，９００ １１ ８３５ ３．９５
１９８５ ６０ ９，２８４ ８，０９２ ２，９０２ １，６５１ ６６２ ９０ ４９９ ５，１９０ １１ １，１８１ ３．７３
１９９０ 平成２ １０，７２９ ９，０９６ ３，８０１ ２，２１８ ８２６ １０９ ６４７ ５，２９５ １０ １，６２３ ３．４７
１９９５ ７ １２，７８０ １０，５６４ ５，１６２ ３，０４２ １，１４６ １４５ ８３０ ５，４０２ １４ ２，２０２ ３．２０
２０００ １２ １５，０４５ １１，９９４ ６，７９８ ３，９７７ １，５６８ １９８ １，０５５ ５，１９６ １９ ３，０３２ ２．９１
２００５ １７ １７，２０４ １３，３１３ ８，４１５ ４，７７９ ２，０４２ ２６３ １，３３１ ４，８９８ ２７ ３，８６５ ２．６９

各年１０月１日現在の国勢調査結果。１９８０（昭和５５）年以前は普通世帯，１９８５（昭和６０）年以降は一般世帯による。世帯の区分については第３７表の注
記参照。
資料：総務省統計局『国勢調査報告』（各年分）
Source : The same as Table 2.

（１，０００世帯）

（１，０００世帯）
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第３９表 親族人員および男女別の世帯主の年齢（５歳階級）別にみた６５歳以上親族のいる一般世帯数：２００５（平成１７）年
Table 39. Number of Private Households with Related Members 65 Years of Age and Over by Numbers of Related Members,

Sex and Age of Household Head : 2005

世帯主の年齢階級
Age of household head

親族人員別６５歳以上親族のいる一般世帯数
Private households with related members 65 years of age and over

総 数
Total

１人
Related member

２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７人以上
and more

【総数】 Total

総数（全年齢） Total １７，２０４，４７３ ３，８９１，７６９ ６，３０２，９８５ ２，８８８，１１８ １，５９１，８１１ １，１５４，１１１ ８７２，４０２ ５０３，２７７
１５歳未満 under １５ － １０ ５ － － － －
１５～１９歳 ２５６ － １３６ ６８ ３３ ８ ４ ７
２０～２４ ２，９９３ － ９２３ ８５１ ６４７ ３０８ １５３ １１１
２５～２９ １２，５０２ － ２，９９８ ３，２８８ ２，６３８ １，７４８ １，０８４ ７４６
３０～３４ ５１，３６４ － １１，９０１ １０，９０１ ８，９７８ ８，７７１ ６，８９２ ３，９２１
３５～３９ １６４，２９４ － ３５，３５４ ２６，７６１ ２３，５２６ ３４，３１５ ３０，３２０ １４，０１８
４０～４４ ３９２，１６８ － ７５，８３６ ５０，３０２ ５２，０２２ ９７，６４３ ８１，３６４ ３５，００１
４５～４９ ６０９，３３２ － １０１，４３１ ７７，７４０ １０３，２１７ １６４，２０８ １１７，５７６ ４５，１６０
５０～５４ ８２５，９６５ － １２８，６８９ １４４，３５７ １９９，７７７ １９９，４５６ １０９，５６４ ４４，１２２
５５～５９ ９２６，６２２ － １４１，５１６ ２３４，９５６ ２６５，１２２ １６９，０６１ ７０，９２０ ４５，０４７
６０～６４ ６７３，３８９ － １６６，３０５ ２２６，６０６ １５７，５３８ ６２，６００ ２６，６４７ ３３，６９３
６５～６９ ４，２３６，３２３ ９３２，０８４ １，７８８，９９５ ８９２，９３０ ３０９，７６５ １１１，３０２ １１４，０６０ ８７，１８７
７０～７４ ３，７７０，０８３ ９８４，０２６ １，６７０，５６４ ５９６，８４４ １８８，５１２ １０５，２０３ １３４，００８ ９０，９２６
７５～７９ ２，８８８，０９１ ９０８，７４０ １，２２２，０８６ ３４８，６９５ １３４，５４２ １０１，８６１ １０９，１８７ ６２，９８０
８０～８４ １，６６４，３５２ ６４６，５３２ ６２４，１８４ １７０，６７５ ８５，１３６ ６１，９７７ ４９，１２４ ２６，７２４
８５歳以上 and over ９９６，７２４ ４２０，３８７ ３３２，０５７ １０３，１３９ ６０，３５８ ３５，６５０ ２１，４９９ １３，６３４
（再掲） Recount

６５歳以上 and over １３，５４５，５７３ ３，８９１，７６９ ５，６３７，８８６ ２，１１２，２８３ ７７８，３１３ ４１５，９９３ ４２７，８７８ ２８１，４５１

【男】Male

総数（全年齢） Total １２，９１６，０９１ １，０６６，８６７ ５，４０８，４８６ ２，５８９，７８３ １，４４２，８８５ １，０７７，１９０ ８３９，４６８ ４９１，４１２
１５歳未満 under １２ － ８ ４ － － － －
１５～１９歳 １８５ － ９０ ５１ ２８ ７ ４ ５
２０～２４ ２，３６１ － ６１４ ６４０ ５６８ ２８８ １４４ １０７
２５～２９ １０，６９４ － ２，２１１ ２，６８５ ２，３７８ １，６３６ １，０５４ ７３０
３０～３４ ４４，９５９ － ９，３７４ ９，０２３ ７，７９５ ８，２３４ ６，６７５ ３，８５８
３５～３９ １４６，２９５ － ２９，１５９ ２１，７５１ １９，５６５ ３２，３６５ ２９，６３８ １３，８１７
４０～４４ ３５４，１５３ － ６４，０７６ ４０，５７８ ４２，２４８ ９２，８１６ ７９，８１２ ３４，６２３
４５～４９ ５５６，０９４ － ８４，９４７ ６２，５９３ ８９，３５３ １５８，６３１ １１５，９００ ４４，６７０
５０～５４ ７５８，４４１ － １０３，３２４ １２２，９９１ １８５，７５２ １９５，０３４ １０８，０１６ ４３，３２４
５５～５９ ８４９，８０３ － １０４，５４９ ２１１，４０４ ２５４，３６３ １６５，９７１ ６９，４２７ ４４，０８９
６０～６４ ６２１，０８５ － １３５，２８６ ２１２，８５６ １５３，１０８ ６１，２８６ ２５，５７８ ３２，９７１
６５～６９ ３，３４４，００７ ３４４，９１２ １，５８２，５５７ ８３８，０７３ ２８８，９８８ ９７，１３１ １０７，１１７ ８５，２２９
７０～７４ ２，７８６，６１５ ２８１，４２８ １，４８１，８２７ ５５０，５３７ １６７，２９４ ８９，７５９ １２６，７０４ ８９，０６６
７５～７９ １，９５４，６６２ ２１５，６９８ １，０６３，１２６ ３０６，８９８ １１４，４２９ ８９，２１７ １０３，９１８ ６１，３７６
８０～８４ ９６７，７４９ １３０，９１９ ５０５，７６６ １３６，３９１ ６９，２０５ ５４，０５６ ４６，００７ ２５，４０５
８５歳以上 and over ５１８，９７６ ９３，９１０ ２４１，５７２ ７３，３０８ ４７，８１１ ３０，７５９ １９，４７４ １２，１４２
（再掲） Recount

６５歳以上 and over ９，５７２，００９ １，０６６，８６７ ４，８７４，８４８ １，９０５，２０７ ６８７，７２７ ３６０，９２２ ４０３，２２０ ２７３，２１８

【女】 Female

総数（全年齢） Total ４，２８８，３８２ ２，８２４，９０２ ８９４，４９９ ２９８，３３５ １４８，９２６ ７６，９２１ ３２，９３４ １１，８６５
１５歳未満 under ３ － ２ １ － － － －
１５～１９歳 ７１ － ４６ １７ ５ １ － ２
２０～２４ ６３２ － ３０９ ２１１ ７９ ２０ ９ ４
２５～２９ １，８０８ － ７８７ ６０３ ２６０ １１２ ３０ １６
３０～３４ ６，４０５ － ２，５２７ １，８７８ １，１８３ ５３７ ２１７ ６３
３５～３９ １７，９９９ － ６，１９５ ５，０１０ ３，９６１ １，９５０ ６８２ ２０１
４０～４４ ３８，０１５ － １１，７６０ ９，７２４ ９，７７４ ４，８２７ １，５５２ ３７８
４５～４９ ５３，２３８ － １６，４８４ １５，１４７ １３，８６４ ５，５７７ １，６７６ ４９０
５０～５４ ６７，５２４ － ２５，３６５ ２１，３６６ １４，０２５ ４，４２２ １，５４８ ７９８
５５～５９ ７６，８１９ － ３６，９６７ ２３，５５２ １０，７５９ ３，０９０ １，４９３ ９５８
６０～６４ ５２，３０４ － ３１，０１９ １３，７５０ ４，４３０ １，３１４ １，０６９ ７２２
６５～６９ ８９２，３１６ ５８７，１７２ ２０６，４３８ ５４，８５７ ２０，７７７ １４，１７１ ６，９４３ １，９５８
７０～７４ ９８３，４６８ ７０２，５９８ １８８，７３７ ４６，３０７ ２１，２１８ １５，４４４ ７，３０４ １，８６０
７５～７９ ９３３，４２９ ６９３，０４２ １５８，９６０ ４１，７９７ ２０，１１３ １２，６４４ ５，２６９ １，６０４
８０～８４ ６９６，６０３ ５１５，６１３ １１８，４１８ ３４，２８４ １５，９３１ ７，９２１ ３，１１７ １，３１９
８５歳以上 and over ４６７，７４８ ３２６，４７７ ９０，４８５ ２９，８３１ １２，５４７ ４，８９１ ２，０２５ １，４９２
（再掲） Recount

６５歳以上 and over ３，９７３，５６４ ２，８２４，９０２ ７６３，０３８ ２０７，０７６ ９０，５８６ ５５，０７１ ２４，６５８ ８，２３３

資料：総務省統計局『平成１７年国勢調査報告』
Source : The same as Table 7.
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